
　弊所は、経済産業省の外郭団体的位置づけであった一般財団法人経済産業

調査会から人事労務・M&A・ベンチャー法務・学校法務・ビジネス契約書

式等の弊所が主として手掛ける分野に関して多数の書籍を出版していまし

た。中でも「実践　契約書チェックマニュアル」は、ご好評を得て三版まで

版を重ねて出版することができました。

　しかしながら、経済産業調査会が解散することとなり、「実践　契約書

チェックマニュアル」その他弊所の書籍も絶版になるという事態が生じまし

た。解散は、時代の推移の中で諸事情により仕方のないことですので、これ

まで出版いただいたことに感謝を申し上げるのみですが、折角ご好評を得て

いた書籍が絶版になるのは勿体ないという思いがございました。また、絶版

となった後、購入を希望する方から弊所に直接問い合わせがあり、弊所が保

管していた書籍を直接提供するというような状況となり、お困りの方も多々

おられるものと思い、心を痛める面もございました。

　こうした中で、株式会社商事法務とのご縁を得ることができ、「実践　契約

書チェックマニュアル」の後継書籍を発刊させていただけることとなりまし

た。弊所一同、商事法務に深く感謝し、早速後継書籍の執筆メンバーを選抜

し、今回の執筆陣となりました。

　折角の機会を頂いたのですから、「実践　契約書チェックマニュアル」の良

い部分は継承しつつ、後継書籍の域を脱し、大胆な改変を加えて「真に契約

書チェックの友」となるような書籍にしたいと考えました。そのため、法務

部等に所属することとなった方が実際の契約書チェックのイメージを共有し

ていただけるような「初めての契約書チェック」というドラマ仕立ての記載

を冒頭に据え、契約書にまつわる実務的な疑問を解き明かすコラムを30本に

充実させました。肝心の契約書チェックのポイントも、各種契約書に共通す

る点と、個々の契約書に特有の点とに分けて記載するように致しました。こ
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れにより、対応できる契約書の種類が大幅に広がりました。また、収入印紙

に関しても詳細な記載にバージョンアップしております。その一方で削るこ

とが可能と思われる箇所は大胆に削り、大部になり過ぎないよう配慮いたし

ました。

　その結果、本書は、「実践　契約書チェックマニュアル」の後継本でありな

がら、前著を大きく上回るものであり、より読みやすく、より詳しく、より

幅広い契約に対応できるものとなりました。前著をお使いいただいた皆様に

も、そして新たに手に取っていただいた皆様にも、ご満足いただける内容に

なったと自負しております。

　是非、本書を契約書チェックの実務の場面でご活用下さい。

　2024年秋　弁護士法人飛翔法律事務所　執筆担当者一同
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